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（２） 愛知県の取り組み 

基幹的広域防災拠点について、愛知県では次のような取り組みを行ってきました。 

① 知事から民主党県連への要請 

 １ 日時 平成２３年５月１６日（月） 

 ２ 内容 下記のとおり 

 ３ 参加者 民主党 牧県連代表、鈴木代表代行、黒川県議 

       愛知県 知事、片桐副知事、防災局長 

 

基幹的広域防災拠点の整備に関する要請 

 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、東北から関東にかけて広域的

に、これまでの予測をはるかに超えた国難とも言える未曽有の被害をもたらしまし

た。 

 一方、愛知県を中心とした東海地域においても、近い将来、東海地震、東南海地震、

南海地震の三連動による大規模な地震の発生が懸念されております。 

東海地域は、首都圏と京阪神圏との中間に位置し、日本の東西交流の結節点であると

ともに、「ものづくり」で我が国の産業経済をリードしている地域であり、大規模な

地震による地域の復興の遅れは、我が国の社会経済全体に大幅な停滞をもたらすこと

が懸念されます。 

このため、大規模地震の発生に際して、国や都道府県、国際機関等による応急救助

活動や復興・復旧活動の広域的な統合調整を行うとともに、必要とされる膨大な量の

物資、人員の配分を行う基幹的広域防災拠点の整備が喫緊の課題となっております。 

ついては、既に整備が完了した首都圏、整備が進行中の京阪神圏と同様に、東海地域

において「基幹的広域防災拠点」を国の責任で早期に整備を進めていただけるよう、

下記事項について特段のご配慮をお願いします。 

記 

基幹的広域防災拠点の整備に係る適地や機能等を検討する調査費を平成２３年度に

予算化すること 

 

② 知事から民主党、国への申し入れ 

 １ 日時 平成２３年５月１７日（火） 

 ２ 対応 知事 

 ３ 訪問先 海江田経済産業相 

       福山官房副長官 

       玄葉民主党政調会長 
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③ 平成 24 年度国の施策・取組に対する要請 

 ・６月と１１月の年２回 

 ・平成１３年度から毎年実施 

 ・以下のとおり 
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